別紙様式２
年　　月　　日

新潟県知事　花角　英世　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
令和９年度新潟県立学校における学習者用端末等販売に係る業務協定
公募型プロポーザル参加申込書

　標記の業務について、公募型プロポーザルの参加を申込みます。

　また、下記事項に相違ないことを誓います。

　・　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること
　・　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること
・　会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること
　・　新潟県暴力団排除条例(平成23年新潟県条例第23号)第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。

・　都道府県税の未納がない者であること。
　・  消費税及び地方消費税を滞納していないこと

　・  一般財団法人日本情報経済社会推進協会の情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度におけるＩＳＭＳ（ＪＩＳＱ27001（ＩＳＯ／ＩＥＣ27001））認証またはプライバシーマークのいずれかを取得していること。

・　過去５年間（令和３年度から令和７年度）に都道府県又は市町村に対して学習者用端末等の売買又は賃貸借契約等の契約(10,000台以上)、または高等学校段階の学習者用端末の販売協定(3,000台以上)を締結し、履行した実績を有すること。　　
                           連絡担当者
所属
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